
石川県「仮設住宅」入居期間

みなし仮設に222世帯＊入居 このうち109世帯が3月末に退去期限むかえる

借家・公営住宅からの入居世帯だけ
「1年で退去」なぜ？

参考：石川県仮設住宅入居世帯数
建設型仮設住宅：6，072世帯
みなし仮設住宅：3，500世帯
県内外公営住宅：   900世帯 計10，472世帯

北國新聞2024/12/05

202/01/24北陸中日新聞＊「一人ひとりの会」声明では「約470世帯」としている

原則2年なのに
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「（入居期間1年とは）新しい借家
をみつけるための期間。通常の自宅
に住まわれた方は2年で、その半分
という形。他の被災地でも同様」
（内閣府）202/01/24北陸中日新聞

借家・公営住宅からの入居期間が1年 なぜ？

「住宅を再建する
被災者に比べ、早
く住まいの確保が
できるだろう」と
いうこと

しかし、奥能登は被災し
た賃貸アパートも多く、
新たな入居先をみつける
のが困難

石川県は「『どうしても次の入居先
確保が困難という人もいる』として、
対象となる被災者の意向を確認し、
内閣府と協議してさらなる延長を目
指す方針」 202/01/24北陸中日新聞

＊持ち家に住んでいた建設型仮設住宅入居者は
入居期間2年（更なる延長も可）

この運用に対する「一人ひとりの会」の提言

①被災前の居住形態が「所
有」と「賃貸等」の違いで
区別せず、等しく扱うよう
にすべき

②インフラ被害による入居
者には、インフラが復旧し
居住可能になるまで入居期
間を延長すべき

⚫ 憲法上の平等原則に違反す
る

⚫ 仮設解消よりも生活再建支
援に注力を

⚫ 石川県は県が決めた「期
間」を守るため退去を迫る
ことは人権侵害である

⚫ 復旧状況・被災者の困窮状
況を把握し、被災者を守れ

③石川県は一日も早く「令和5年
奥能登地震＊」の仮設住宅供与期
間を1年延長することを決定し公
表せよ

⚫ 石川県は被災者に寄り添う姿
勢を示すべき

⚫ 令和5年地震被災者に対する
手厚い対応は令和6年地震被
災者の信頼の糧になり、復興
の推進力となる

＊令和5年奥能登地震：昨年元旦の前年（2023年）5月5日に能登地方で発生した地震。最大震度6強。全壊40棟、大
規模半壊21棟、半壊211棟、一部損壊2355棟など計3329棟の建物被害があり、仮設住宅が設置された。
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